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　3－2不完全な情報システムの分析

　3－3道加清報の分析

　3－4条件付き傍報システムの分析

4調査決定のための情報分析

　経営管理におげる情報システムの役割は，業績評価を員的とLたパフォーマ

ンスの測定と報告に限定されるわげではない。業務活動が組織目標の実現を指

向して遂行されるには，計画と実績を比較Lながら必要なときに調査を実施し，

修正措置を施すことが不可欠であろう。とりわけ，調査活動とそれに続く修正

措置は，システムのバフォーマソス自体を改善することにその主要な意義が存

在す私Lたがって，調査活動から産出される情報の価値を分析するには，そ

の情報のバフォーマソスに与える効果を明示的に反映したプロセスの毛デル化

が必要となろう。
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　さらに，調査活動が継続して実行されるプロセスを対象とLている場合に，

活動の効果は当該期閻のパフォーマンスに対してぱかりでなく，それに続く将

来の期問にも及ぶことがあろう。調査活動の結果，適切な修正措置によってシ

ステムが望ましい状態に戻るならぽ，将来のパフォーマ：■スは明らかに改善さ

れ私LかLながら，たとえ惨正措置を導くことのない調査活動であっても，

そこから産出される清報は，将来の活動に生かされるはずである。したがっ

て，システムのより完全な記述は，多重期間を含む毛デルによらざるをえない

であろう。

　原価管理を目的とする差異調査の決定モデルにおいて，多重期間を扱う代表

的な2つの方法は，Bather（1963）やKap1an（1969）による動的計画法の適

用と，Ross（1971）やDittman　and　Prakash（1978）によるマルコフ的管理

法の応用であろう口〕。しかし，前稿に指摘されたように，より優れたこれらの

モデルもプロセスを機械的なものとして記述しているという批判は，免れえな

いのである。Lたがって．これらのモデルを改良する方策の1つは，プロセス

の原価責任を負う管理老の行動を組み込むことである。そこで，以下ではマル

コフ的管理法を基礎としてエイジェンシー理論の差異調査決定モデルヘの適用

を試みたFe1tham　and　Matsumura（1979）の分析を中心に検討を加えるこ

とにしよう。

　多重期間を扱う多くの毛デルにおげると同様に，プロセスは可能な2つの状

態のうちいずれかをとるものと仮定される。状態1は望ましいr管理内（in・

contro1）」の状態を，状態2は，望まLくたいr管理外（out－of・contro1）」の

状態を表わすものとする②。したがって，オペレーティソグ・コストは，プロ

セスが管理外にあるよりも管理内にあるときのほうが平均的に低いことが観測

される。

　もLもプロセスの調査が原価管理責任老（エイジェント）の努力水準を測定

しうるならぱ，モラル・ハザードの現象は起こらず，ファースト・ベスト解が
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得られるであろう。すなわち，ある同意された努力水準が履行されたときにの

み責任者に固定した報酬を支払うという評価方式を採用することができるから

である。換言するならぱ，調査は，責任老が同意された努力水準から乖離しな

いよう動機づけるに十分なほど完全でなけれぱならない。しかしながら，ファ

ースト・ベスト解は上位の管理老（プリンシパル）にとって最も選好される解

ではあるが，完全な調査は現実に実行可能性のないことが多く，可能であって

もかなりの費用を要するため常に実施することは費用一効果の視点から許容さ

れないことが一般的であろう。もちろん，調査が完全なものでなくなれぱ，あ

るいは完全な調査であっても常に実施されることがなけれぱ，ファースト・ベ

スト解の得られる保証はなくなってLまう。

　責任者の行動について不完全な情報が提供されるとき，責任老は同意された

努力水準を履行してもペナルティを受げることもあれぼ，その逆に履行してい

なくとも過分な報酬を受げることもある。したがって，リスク回避的な責任者

にとって，不完全な調査の実施にはギャソブル的要素が含まれてくる。責任者

の努カ水準を特定しえないという意味では不完全であっても，プロセスの状態

を正しく知らせてくれる調査は，オベレーティソグ・コストの測定のみに基づ

く場合に比較して，責任者の努力水準についてより多くの情報を提供Lうる。

生起する状態がなんであるかは，責任者の業務活動に大きく依存しているから

である。

　上位の管理者より業務活動の執行を依託された責任者は，オペレーティソ

グ・コストの実績値に対して責任を負うている。さらに，プロセスが望まLい

状態を保持し続けるようにプロセスをコソトロールする活動も，責任者に期待

されている。各期間の初めにプロセスが管理外の状態にあるならぱ，責任者は

適切な措置により管理内の状態に修正する。プロセスが管理内の状態にあると

きには，彼の活動が管理外の状態になる確率に影響を与え乱

　期中にオベレーティソグ・コストの報告書を受け取った上位の管理者は，プ
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ロセスを調査すべきか否かを決定する。調査が実施されると，プロセスの真の

状態が明らかになるものと仮定しよう。調査の結果，プロセスが管理外の状態

にあることが判明すれば，管理者は責任考に修正措置を指令する。調査によっ

てプロセスの真の状態を知り得た管理者は，責任者の業績評価をオペレーティ

ング・コストとプロセスの状態とに基づいて査定する。もしも調査が実施され

ないならぱ，オベレーティソグ・コストの値が責任者の報酬を定めるものとす

る。

　いま，プ日セスが管理外の状態であることを発見し，責任者がそれを管理内

の状態に修正する確率をqで表わそう。プロセスが管理内にあるとき，その状

態を維持し続ける確率をPとしよう。確率Pとqは，責任老の努力水準によっ

て影響される。以上のことがらは，次のマルコフ「プロセス推移行列」に要約

される。

　　　　　　　　　　　　　　　ブロセスの状態

　　　　　　　　　　　　　　　1　　　　2

篤状態　1［lp1ニニ1　（・・）

　オベレーティング・コストをXで表わし，プロセスの状態が与えられたと

きのXの確率分布関数をfi（X）と書くことにする。ここで，プロセスは，

i＝1のとき管理内の状態にあり，i＝2のとき管理外の状態にあることを意味

する。オベレーティング・コストの集合をXで表わすと，以下のように書く

ことができる。

　X＝｛xlあるオペレーティング活動について　f、（x）〉0

　　　　あるいは　f・（x）〉0｝

　プリソシパルである管理老による調査決定は，彼が入手できるあらゆる関連

情報を利用して導くことができる。しかし，代表的な1つの決定ルールは，当

該期聞に報告されるカレントなオベレーテズ／グ・コストの大きさに基づいて
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ルーティン的に決定する次の方法である。いま，プリンシパルが事前に定める

調査領域を集合X（X⊆X）と表わそう。この決定ルールは，もしもxがX

に含まれていれぱ調査を実施L，含まれていなけれぱ調査せずにブロセスをそ

のまま継続させることを指示する。調査の実施によりプロセスの状態は正確に

明らかにされ，もしもプロセスが管理外の状態にあるときには必ず管理内の状

態に修正することができるものと仮定しよう。このような経営管理活動がプロ

セスに与える効果は，以下のマルコフ推移行列に表わすことができる。

当該期問中の

プロセス状態

当該期間未の管理下の状態

　　1　　　　　　2

1［、㌧）1、㍍）1 （4．2）

ここで・・（文）一1麦・・（・）・・すなわち…（文）は・プロセスが管理外の状

態にあるとき調査の実施される確率を示している。

　システムの状況は，当該期問において2つの時点でとらえられている。第1

は，プロセスの状態と表示されるオベレーション時点における状態であり，第

2は，管理下の状態と表示される，上位管理者による調査決定後の状態である。

前期問の期末すたわち当該期間の期首における管理下の状態は，責任者による

活動の経過にともないプロセス状態へと推移する。そして，オベレーティン

ク・コストの報告を受けた管理老が調査決定を下した後には，再ぴ管理下の状

態に戻る。以上の推移を図示すれぱ，第1図のように表わされる。

第1図　プロセスの推移と活動

期酋の

管理下

状態

7ロセス状態

貰壬一者の言舌亜カ 調査決定

期末の

管理下

状態

報告苦
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　責任老による活動と管理者による調査決定からなる全期間でのプロセスの推

移は，上記（4．1）と（4．2）の推移行列を結合することにより，以下のマルコ

フ行列として表わすことができる。

当該期間期末の管理下の状態

1　　　　　　　　　　　2

当該期間期首の

管理下の状態

1［；ぷ黒）：1二11：1ユ）1（・・）

　もしも責任者の活動と管理者の調査決定が長期にわたり安定しているならぱ，

上言己（4．3）の推移行列を使って，定常状態確率を計算することができる。管理

者が調査決定を下した後に状態が生起する管理下の定常状態確率を9、で表わ

せぱ，以下のように計算される。

9工＝
F2（X）十qp（1＿F2（X））

92＝

1＿p（1＿q）（1＿F2（X））

　（1＿p）（1＿F2（X））

（4．4）

1＿p（1＿q）（1＿F2（X））

責任者によるオペレーションの期間に状態iが生起するプロセス状態の定常状

態確率を，h二で表わせぱ，以下のような計算結果が得られる。

　　　　　p（F2σ（）十q（1＿F2CX））
　　　h。＝　　　　　　　　　　。
　　　　　1－p（1－q）（1－F2（X））

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4．5）

　　　　　　　　　1－P
　　　h。＝　　　　　　　　　　＾
　　　　　1＿p（1＿q）（1＿F2（X））

以上の確率は，プロセスが上記されたような様式で推移するときに状態の生起

する長期的な頻度を示している。これらの確率を使って期間当りのオペレーテ

ィグ・コストと調査費用の期待値を計算すれぱ，以下の定式が導かられる。
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　　　Co＝h1文1＋（1＿h1）文2筥文男一△文h1

ここで

　　　Co≡期間当り期待オベレーテヅ■グ・コスト

　　　文i－1・f・（・）・・

　　　△文＝文2一文1

　　　CI＝k｛h1F1（X）十（1＿h1）F2（X）｝

　　　　＝k｛F2（X）＿hi（F2（X）＿F1σ（））｝

　ここで

　　　CI≡期間当り期待調査費用（必要な修正費用を含む）

　　　k≡調査費用（必要な修正費用を含む）

　　75

（4．6）

（4．7）

・i（文）一1衰・i（・）・・

　現実的な，トリビアルでたいケースについて分析を進めるため，以下のこと

を仮定しよう。

　（1）責任者は，オペレーショソの期問にわたり常にプロセスの状態を管理内

　　に維持することも，常に管理外の状態に放置することもない。（0＜p＜1）

　（2）責任者がプロセスの管理外の状態を検出し，管理内の状態へ修正するこ

　　とは不可能ではない。（q〉0）

　（3）プリンシパルである管理老は，すべてのオベレーティグ・コストについ

　　て，まったく調査しないことも常に調査することもありえない。

　　（0〈Fi（X）〈1）

　（4）プロセスが管理内にあるよりも管理外にあるときの方が，調査の実施さ

　　れる可能性が大きい。（F1（X）＜F2（X））

これらの条件が成立する状況において，責任者が管理外の状態を修正する確率

q，あるいは管理内の状態を維持する確率pの増加は，プロセス状態が管理内

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　375
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である確率を増大させる。Lたがって，それらの確率が増加すれぱ，期待オペ

レーティング・コストおよび期待調査費用が減少する＝副。

　責任者のもたらす努力水準の大きさは，前述のようにpとqの確率に影響

を与えるぱかりでなく，オベレーティソグ・コストの滅少にも貢献Lうる。い

ま，責任老のコスト削減努力の水準がゼロであるときのオベレーティグ・コス

トをZで，プロセスが状態iのときのZの確率分布をφi（Z）で表わそう。責

任者の努力水準の大きさaが，オベレーティング・コストの減少額で表示され

るならぱ，次式が成立する。

Xi＝Zi－a
（4．8）

ここで云一1塾（・）・・

　調査領域の選択は，プリンシパルである管理老による意思決定である。前稿

で示されたように，最適な調査領域は，プリンシパルとエイジェソトの効用関

数によってさまざまな形をとりうる‘4〕。いま，調査領域がある臨界値麦を越え

るすべてのオベレーティング・コストで与えられるとするならぱ，調査の実施

される確率は，以下のようになる。

　　　械一・一伽（麦・・）一・一1蛍・）・・　　　（・・）

　ここで

　　　X＝｛xlx＞麦，xEX｝

この場合，責任者の努力水準aの増加は，調査の実施される確率を引き下げる

から，期待調査費用は減少する。しかし，調査実施の確率が下ると，責任著が

常に管理外の状態を修正しないかぎり，プロセスが管理内である確率は低下す

乱したがって，責任者の努力水準aが高まっても，期待オベレーティソグ・

コストが常に減少するとはかぎらない㈲。

　他方，調査領域の拡大は，プロセスが管理外の状態にあるときオペレーティ
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ング・コストが増加Lても調査カミ決Lて実施されることのないような場合を除

いて，F。ぴ）を増大させる。Lたがって，責任者が常に管理外の状態を修正する

ことがなげれぱ，調査領域を拡大することにより，プロセスの管理内状態の確

率を高めることができ，期待オベレーティング・コストを減少させることが可

能となる。Lかしながら，当然にこの結果は期待調査費用の負担を増大させ乱

注（1）これらのモデルの詳細と評価については，辻（1981a・b・c）を参照されたい。

　（2）対象のプロセスによって「管理内」と「管理外」という2区分よりも繕細な状態

　　の分類が望ましいこともあろ㌔しかL，状態の数を増やしてより現実的なモデル

　　をつくるには，モデル解析上の困難さを克服しなければならない。

　（3）これらの緒論は，以下の分析から導かれている。もしも

　　　0〈P＜1およびF里（X）く1　であるならば

　　　∂h1　　　p（1＿p）（1＿F皇（X））
　　　一＝　　　　　　　　　　　　＾　　＞O
　　　　∂q　　　［1－P（1－q）（1－F里（X）コ

　　　ここで△支は正であるから

　　　∂Co
　　　一＝一△天〈O．
　　　∂h1

　　　F2（X）＞F1（X）　と仮定されているので

　　　∂CI　　　　　一　　　。
　　　一二一k（F2（X）一F1（X））くO．
　　　∂h1

　　　さらに，q＞O　あるいは　F里（X）〉O　であるならぱ，

　　　∂h1　　　F皇（X）十q（1＿F呈（X））
　　　一＝　　　　　　　　　　　一　　＞O
　　　　∂p　　［1－P（1－q）（1－F2（X））コ

　〔4）最適な調査領域に関する分析については，辻（1682a）を参照されたい。

　（5）これらの結論は以下の分析から導かれる。

　　　aFi（X）
　　　　　　　一一φエ（父十a）くO
　　　　∂a

　　　ここで0〈P＜1　およびq〈1　であるならば，

　　　∂hl　　　　　　P（1－P）（1－q）
　　　　　＿　　　　　　　　　　　＾　　＞0
　　　∂a　　［1＿p（1＿q）（1＿F2（X））］

　　　さらに　φユ（玄十a）〉O　あるいは　φ2（ま十a）＞O　であるならば，

ち書一一・（・一㎞）雌・勾［・一告ぎ等讐妾萎；）1

　　　一kh1φユ（云十a）＜O・

ところが，
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　　∂Co　　　　　　　　　　P（1－p）（1－q）
　　一1一1＋△麦　　　　　　一　φ2（童十a）≧0・
　　∂a　　　　　　　　［1－P（1－q）（1－F2（X））コ2

5調査決定の基本エイジェンシー・モデル

　前節の調査決定分析をニイジェソシー・モデルヘと拡張するためには，プリ

ンシパルの管理老とエイジェソトである責任者の選好関数と両者の間で結ぱれ

る契約関係が組み込まれなけれぱならない。そこで，管理者はリスク中立的で

あり，責任老は特にごとわらないかぎりリスク回避的である，と仮定しよう。

　当該期間に固定的な費用予算Bが与えられた上位の管理者は，プロセスの活

動を責任老に委ね，彼の業績を評価して計算される報酬を支払う。責任老がそ

の仕事を引き受けるのは，他の代替的な雇用の機会から期待される効用とその

仕事の実行努力の負効用を少なくとも上回る報酬が得られると，彼が判断する

からであ孔そこで，責任老の効用関数を知っている管理者は，責任老がその

仕事を引き受げてもよいと考える最小限度の報酬を支払おうとするであろう。

この報酬を計算する業績評価ルールは，管理老によって選択されるが，ルール

の決定要因は，両方が観測可能な変数でなけれぱならない。プロセスの活動に

おいてそれらは，1つにはオペレーティング・コストであり，2つには調査の

実施により明らかにされるプロセスの状態である。そこで，責任者の受け取る

期聞当りの期待報酬が，次式で与えられる。

α一1、；（・）／・（・）・・も（・舳・

　　　X
　　・1，1・（・）・・（・）・・…（・）も（・）・・／・・

　　　　X

（5．1）

ここで，

　　CR≡期間当り期待報酬

　　疋＝調査領域集合Xの補集合
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　r（x）＝調査の実施されたい（xε疋）ときの報酬

　r・（x）＝調査の実施（x∈X）により状態が観測されたときの報酬

このとき，責任老がリスク回避的な効用関数をもちうることを考慮Lて，責任

老の期待効用は次式で表わされる。

・・（・）一・（・）一1£（・（・））／・（・）午・も（・ル／・・

　　　　　　　　　X
　　　　　　　・1仰（・））丘（・）・…（・（・））も（・）・・／・・

　　　　　　　　　X
　　　　　　　－V（a，P，q）

（5．2）

　ここで

　　U（・）＝責任老の受げ敢る報酬に対する効用（リスク回避的であれぱ，

　　　　　　U1（・）〉0，　U”（・）〈O）

　y（a，p，q）＝a，p，q　の努力水準に対する負の効用（逓増的な隈界負効用を

　　　　　　　もつから，Vj（a，p，q）＞0，Vjj（a，p，q）＞0，j＝a，p，q）

　上位の管理者の観点から以上の調査決定問題を定式化することにしよう。管

理者は期閻当りの期待オベレーション・コスト，調査費用そして報酬支出の総

計を最小化して予算と費用総計との有利な差異を最大化したい。業務活動の他

に管理者と責任著の間で合意されるべき契約には，管理老の選択する業績評価

ルールと調査領域集合が含まれる。そこで，管理者の決定間題は，責任者が契

約を受げ入れるに十分な効用を彼に提供するという条件の下で予算と実績の有

利差異を最大にするような業績評価ルールと調査領域集合を選択することであ

るω。

Max
r，r・，X

S．t．

B一（Co＋CI＋CR）

　　EU（・）一V（a，P，q）≧H

（a，P，q）∈argmax　EU（・）一V（a，P，q）

　　　　　a，P，q

（5．3）
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　ここで，

　　　　H＝責任老に最低限度補償しなければならない効用水準

　argmaX＝その後の目的関数を最大化する変数の集合を示す記号

上述のモデルには多くの変数が複雑に混入しているため，以下では他の変数を

固定しながら特定の変数について分析することにLたい。

注（1）Feltham㎜d　Matsumura（1979）では，総費用の最小化の問題として定式化さ

　　れている。

　　　　6完全な修正能力をもっエイジヱンシー・モデノレ

　管理内の状態が管理内にとどまる確率pに焦点を当てるため，（1）責任老は常

に管理外の状態を修正し（q＝1），（2）業務努力の水準を一定する（a≡ao），と

いう2つの仮定を加えることにLよう。第1の仮定から，管理内状態の定常状

態確率h。は，調査領域集合Xから独立でPに等Lくなる。Lたがって，調査

の実施によりプロセスを修正することの効果は，この場合もはや存在しない。

それにもかかわらず調査領域が空集合とならないとすれぱ，調査の提供するプ

ロセスに関する情報が，プロセスを管理内の状態に保つよう責任老により一層

の努カを引き出させるモチベーション効果をもつからである。

　定常状態確率は，第1の仮定より　h・＝P，h・＝1－P　となり，第2の仮定

より原価削減の努力水準は一定となるから，（5．3）の定式化は次のように書き

換えられるω。

M響
r，r1，X，P

　S．t．

B一（Co＋CI＋CP）

lJ（・（灼））／f・（・）・…（・）（・一・）1…1仰（・））

X　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　X

f1（x）P＋U（r2（x））f2（x）（1－P）｝dx－V（P）≧H　　（6．1）

1塁（・（・））1丘（・）一も（・）1…14・（・（・））凸（・）
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一U（r2（x））f2（x）｝dx－V’（P）＝O

8ユ

ここで，

　Co＝玄里一△衰p

　C。＝k［F雪（X）一p｛F里（X）一F。（X）｝コ

・・一1！（・）1・・（・）・・f・（・）（・一・）1・・

　　　Xo
　　　・1♪（・）・・（・）・柵（・）・1（・）（・一・）／・・

　　　　　X

6．1ファースト・ベスト解

　もしも責任者がなんの動機づけを与えられたくとも同意された行動をとるな

らぱ，ファースト・ベスト解が得られ飢このケースでは，責任者が固定報酬

r＊を受け取り，確率p＊を実現するときに，この饒が得られる。モラル・ハザ

ード現象もなく，調査の毛チベーション効果も必要としたいこの状況は，以下

の決定間題に還元される。

MaX
r，P

S．t．

B一（支2一△支p＋r）

U（r）一V（P）≧H

（6．2）

　前稿で記述されたように，ラグラソジュ乗数法の適用から，以下の解が導か

れる。

　　　▽’（P＊）
　　　　　　　≡△支
　　　U1（r＊）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6．3）

　　　U（r＊）一V（P＊）＝H

第1式は，努力の隈界負効用と報酬の隈界効用の比，すなわち努力の負効用と

報酬の効用の間の限界変換率が，責任者の努力によって実現されるコスト節減

値，すなわち努力の限界生産物に等しいことを示している。第2式から，責任

者にこの仕事を実行するに必要最少限度の効用が与えられていることが分か私
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　このファースト・ベスト解は，完全な業績情報が利用できるときに得られる

解であると考えられる。これとまったく対照的な解は，なんの業績情報も利用

できない場合のそれであろう。このような場合，ゼロの努力水準で仕事を遂行

する責任老に対して，（6．2）の制約条件を等式で満足する報酬を管理老は支払

わねぱならない。すなわち，その報酬をroで表わせば，それぱ次式を満足さ

せる。

U（ro）＝H＋V（Po） （6，4）

　ここで，poは努力水準ゼロでの確率pの値であ乱

ファースト・ベスト解とこの無庸報の解における目的関数の差は，完全な業績

情報の粗価値と定義される〔：］。

η＝（支2一△文po＋ro）一（文2一△文p＊十r＊）

　≡△麦（P＊一Po）十（ro－r＊）

（6．5）

情報はそれを利用することの価値がそのコストを上回るときに入手されるべき

であるから，この粗価値は，完全な業績情報のコストの上限値を示している。

6．2X＝φのセカソド・ベスト解

　調査領域集合が空集合であり，オペレーティソグ・コストxのみが観測可能

であるとき，ベストた解はどのようになるであろうか。λおよびμを，第1

．および第2の制約式に対応するラグランジュ定数とLて，この問題のラグラ：■

ジュ関数Lを書げば，（6．6）式とたる。

・一・一文…量・一1・（・）／・・（・）…1（・）（・一・）／・・

　　・・［1・（・（・））lf・（・）・…（・）（・一・）／・・一・（・）一亘1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6．6）
　　・μ［1・（・（・））／f・（・）一f・（・）／・・一・1（・）1
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この関数Lを，r（x），P，λそしてμに関してそれぞれ偏徴分すれぱ，以下の

結果が導かれる。

　　1　　　　　　f・（x）一f・（x）
　　　　　＝λ十μ
U’（r（x））　　　　　f1（x）P＋f2（x）（1－P）

　　・支一1・（・）／・・（・）一・・）・）1・・

μ一
　　　　　　V”（P） （6，7）

1・（・（・））lf・（・）・・f・（・）（・一・）／・・一・（・）一亘一・

　　　　1・（・（・））1・・（・）一・1（・）／牢一W（・）一・

　よく知られているように，この最適解は，もしも責任者がリスク中五的であ

るならぼ，ファースト・ベスト解と等しくなる。このとき，責任者の報酬は，

（6．8）で与えられる。

r（x）＝［文2一△叉p＊一r＊］一x （6．8）

上式は，責任者が管理者から固定報酬［文・一岐p＋r＊コを受けとり，責任者

がすべてのオペレーティソグ・コストを負担することを示している。この固定

報酬は，前述のファースト・ベスト解において管理者の負担する期待費用の総

計に等しく，（6．8）の与える報酬も等しい期待効用値を責任者にもたらす。

　しかしながら，責任者がリスク回避的な場合には，固定報酬を支払う方式は

最適でなくなる。リスク回避的な責任老が（6．8）に従って評価されるとすれ

ぱ，過剰なリスクにさらされることになり，他方オペレーティソグ・コストX

に対Lてなんの責任も負わされなくなれぱ，努力Lようというインセンティブ

が失われてしまう。（6．7）の第1式は，こうした状況を反映し，責任者の報酬

は，（6．8）のように完全にxを負担することはないが，xとともに変動Lうる

ことを示している。Holmstr6m（1979）に証明されるように，μは正となるか

ら，r（x）は　（f・（x）一f・（x））／／f・（x）P＋f皇（x）（1－P）｝　と同一の方向へ動

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　383



84　　　　　　　　　　早稲困商学第306・307合併号

く。いま，責任者の効用関数が前稿（3．14）で与えられるHARA族であると

しよう。このとき，

　　　　　1　　　　　　　　　　1
　　　　　　　　＝｛αr（x）十β｝7　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6．9）
　　　U1（r（X））

となるから，r（X）は次式で与えられる。

　　　・（・）一÷／・・1丘（、賠蒜．、）／二÷　（…）

さらに， α≡1，β＝Oの対数効用関数

U（r（X））＝1nr（X） （6，11）

で責任者の効用関数が表わされるならぱ，

　　　　　　　　　　　　fl（x）一f2（x）
　　　「（x）＝2＋μ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6．12）
　　　　　　　　　　f1（x）p＋f2（x）（1＿p）

となる。r（x）の値にクリティカルな影響を与える要困は，f・（x）とf・（x）の

差である。いま，xの確率分布が，第2－A図に描かれているような正規分布

で与えられるならぱ，r（x）は第2－B図のようなxの減少関数となる。

第2一ム図 Xの確率分布f・（X）とf2（X） 第2－B図報酬関数r（x）

　rは〕

λ十五

　P

　　μλ一一
　1－P

X　l　　　X　　　　X』　　　　　　　X X’　　　　　　　　　X

6．3X＝Xのセカソド・ベスト解

　第3に，（6．2）におげるとは対照的に，オペレーション・コストxのいかん
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にかかわらず常に調査を実施する場合について検討しよう。この場合，ラグラ

ンジュ関数Lは（6．13）で与えられる。

・一・一糾・豆・一・一1／・・（・）・・（・）・…（・）・・（・）（・一・）1・・

　　・1［ll・（・・（・））・・（・）…（・・（・））・・（・）（・一・）1・・一・（・）一亘1

　　・μ［l／・（・1（・））f・（・）一・（・・（・））・1（・）1・・一・・（・）1（…）

このLをr・（x），r里（x）およびPに関して偏徴分すると，以下の最適条件が

導かれる帽＝。

　　　　　1　　　　，　　　1
　　　　　　　　＝λ十μ一　　　U1（r1（x））　　　　　P

　　　　　1　　　　　　　　1
　　　　　　　　＝λ一μ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6．14）
　　　U’（r2（x））　　　　　1－p

　　　　　　　　　△文一r1→←r里
　　　　　　　μ＝　　　　　　　　　　V”（P）

　この分析で興味深い点は，報酬が二老択一の固定的な水準として与えられ，

まったくXからは独立していることであ乱高い報酬は，第1式におげるr・で

あり，プロセスの状態が管理内であるときに支払われる。低い報酬は，第2式

におげるr・であり，プロセスの状態が管理外にあるときに支払われる。さらに，

これらの報酬と確率pとの関係は，pが大きく（小さく）なると，r・および

r・は低く（高く）なる。責任老の努力水準が一定であるとき，管理内にとどま

る確率pが高げれぱ，一定の努力に対する生産性が低くとも高い業績をあげう

る可能性は増えるであろうからr・は低くなり，その逆の場合には高い生産性

が要求されるためr・は高くなる，と解釈することができよ㌔

　以上の繕果をHOlmstr6m（1979）の言葉で表現するならぱ，コストの情報

が与えられたとき，状態の清報はpについて清報効果がある（infomative）

と言える。しかしながら，状態の情＝報が与えられたとき，コストの情報はpに

ついて晴報効果がない（noninfomative）と言える。換言するたらぱ，この場
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合コスト清報は業績管理に使われてもなんの効果も発揮することができないの

である。

　ところで，状態の清報が情報効果をもつためには，2つの状態のいずれもが

生起しうるようでなけれぱならないから，すべてのx∈Xについてf・（x）＞O

およびf・（x）＞0である条件が必要となる。もしもfi（x）＝0であるならぱ，

状態の情報がなくとも（6．14）と同一の結果を導くことは可能である。調査を

実施せずにxのみが利用されるケースである（6．2）において導かれた（6．7）

に戻ってみよう。（6．7）においてf。（x）＝0のときに最も高い報酬が，f・（x）

＝0のときに最も低い報酬が，それぞれ得られ，そのときの最適性の条件式は

（6．14）とまったく同一となる。

6．4X⊂Xのセカンド・ベスト解

　最後に，xが調査領域空間Xにあるときにのみ調査を実施し，常には実施

しない場合について検討を加えよう。調査が実施されるときにほ（x∈X），プ

ロセスの状態が判明するのでその情報に基づいて業績評価され，実施されない

ときには（x∈X。），コストの情報のみに基づいて業績評価される。したがっ

て，ラグランジュ関数Lは次式となる。

　　L＝B＿支里十△文p＿k｛F2（X）＿p（F2（X）＿F1（X））｝

一1∫（・）／・・（・）…1（・）（・一・）／・・一1！・・（・）・・（・）・…（・）

　Xo　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　X

f・（・）（・一・）／…！［1£（・（・））／・（・）・・も（・）（・一・）／・・

　　　　　　　　　　X
・l！・（・・（・））も（・）…（・・（・））も（・）（・一・）／・・一・（・）一亘1

　X
・μ［lP（・（・））1丘（・）一f・（・）／…／l・（・（・））・・（・）一・（む（・））

　　　Xo　　　　　　　　　　　　　　　　　　X

も（・）／・・一W（・）1　　　　　（…）
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この関数Lを，r・，r・，r（x）そしてPに関してそれぞれ偏徴分することにより・

以下の最適性の必要条件が導かれる。

　　1　　　　　　　1
一一　　　　＝2＋μ一一
U1（r1）　　’　　P

　　1　　　　　　　1
一一一・一一一一＝λ十μ
U’（r雪）　　　　　1－P

　　1　　　　　　f・（x）一f・（x）
　　　　　　＝2＋μ
U∫（r（x））　　　　　f1（x）P＋f2（x）（1－p）

（6．16）

・麦一（・…）・・（文）・（・…）・・伐）一11！・）lfl（・）一f・（・）／・・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　X
　　　μ＝一　　　　　　▽・（P）

このケースにおいて，報酬関数は3つの異たるタイプとして求められる。最も

高い報酬が，プロセスの状態が管理内にあるときに1最も低い報酬が・管理外

の状態にあるときに，それぞれ支払われる。どちらの状態であるか分らないと

きには，中間的な報酬が，実績値に応じて定査される。

注（1）ここで，q＝1，およびa＝a0と固定されているので，責任者の行動変化はPの

　　みによって記述され，責任老の期待効用を最大化する一義的なpの値カミ存在するこ

　　とが仮定されている。

　（2）ファーストベスト解の実現を可能にする完全情報のコストを控除する前の価値を

　　粗価値と言い，控除後の純価値とは区別されている。

　（3）2およびμに関する偏徴分の結果は，以下のように書かれる。

　　　　　EU（X，r，P）一V（P）＝H

　　　　　EpU（X，r，P）一V1（P）＝O

7不完全在修正能カをもつエイジェンシー・モデル

　この節では，前節におげる仮定とは反対に，責任者は管理外の状況を検出し

て修正することがでないこと（q＝O）を仮定し，確率pの役割を中心に分析L

よう。ただしここでも，責任者の努力水準aはa0に固定されていることを前

提とする。このケースにおいては，調査の実施は2つの効果をもっている。第
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1には，前ケースにおけると同様に，責任者に対して管理内の状態を保持して

いくよう動機づげるモチベーションの効果である。第2は，管理外の状態を修

正してオペレーティング・コストの削減へと導く修正の効果である。p．30に

指摘されたように，0＜p＜1のときにq≠1ならぱ，調査の実施はオペレー

ティソグ・コストの減少をもたらすのである。

　以上の状況に対応する基本的なモデルは，次のように定式化される。

　、Max　　　B－Co－CI－CR
　X，ri，正（x）1P

　　　s．t．　　　EU（・）一V（P）≧H

　　　　　　　　EUp（・）＿V’（p）＝O　　　　　　　　　　　　　　　（7．1）

　ここで，

　　Co＝支2一△文h1

　　CI＝k｛F里C（）一h1（F1（X）一F2（X））｝

・・一1募・）／f・（・）・・…（・）・・1…1か（・）fl（・）・・…（・）f・（・）・・／・・

　　　X　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　X

　　　　pF・（X）
h1＝　　　　　　　＾
　　1＿p（1－F2（X））

　　　　　1－P
h。＝　　　　　　。
　　1＿p（1＿F2C【））

・・（・）一1P（・（・））／f・（・）・…1（・）・・1…1メ・（・・（・））f・（・）・・

　　　　　Xo　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　X
　　　　　＋U（r望（x））f2（x）h2｝dx

舳一1ぷ（・（・））／（f告1諸1苧≧／・・

・1重／（U（「（x））等害着嵩1チx））＆（X）／・・

この定式化で・q＝O，a＝a0が与えられており，責任着の期待効用を最大化

するユニークなpが存在し，その値は最適性の必要条件を満たすことが仮定さ

れている。

　管理謝ことって理想的な状況は，プロセスの状態が費用ゼロで観測でき，責
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任者が合意された通りの努力を実践するようた，モラル・ハザード現象の存在

しないケースである。このようた状況におげる解は，q＝1のケースにおいて

得られたファースト・ベスト解（6．3）と同一のものとたる。さらに，すべて

のコストについて調査するX≡Xにおげるセカンド・ベスト解も，h。＝P，

h里＝1－Pとなるから，q＝1のヶ一スにおげる（6．14）と同一の解が得られる。

　前節のケースときわだって異なる解が，調査をまったく実施しない，X＝φ

の場合にあらわれる。前節のq＝1のケースでは，たとえX＝φであっても，

実績xの情報を使って責任老から貢献的な努力を引き出すことができた。し

かしながら，q呈0で，しかもX＝φという状況では，管理内の定常状態確

率h。はゼロとなり，常に管理外の状態に責任者はおかれてしまうため，努力

をはらう余地がなくなってしまう。したがって，責任者はr0の報酬を受げ，

管理者の負担する期待費用は支・十r0の値となり，業績管理清報もなにもない

ようなr成り行きまかせ」武の結果と同一の業績しか得られないのである。

　そこで本節の以下では，q＝Oのとき管理老が部分的に調査を実施するX⊂X

のケースを分析しよう一まじめに，モラル・ハザード現象の存在しない，理想

的なファーストベスト解を求め，続いて現実的なモラル・ハザード現象の起こ

る場合のセカソド・ベスト解へと進むことにする。

　ファースト・ベスト解では責任者へのモチベーショソの制約条件は必要がな

いため，（7．2）を解いて，

　　Mlax　　B一（文2一△文h1）一k［F里（X）一h1｛Fユ（X）一F呈（X）｝コーr
　　童，。，P

　　　　　　　　　　　　　＿　　　　　　　　　　　　　　　　　（7．2）
　　s．t．　　U（r）一Y（P）≧H

（7．3）の最適条件が導かれる。

　　　V’（P＊）　　　　　　　　・　　　　＾　　　　　　F2（文）
　　　　　　　≡［△文十k（F・（X）一F・（X））コ　　　　　　　　＾
　　　U’（rホ）　　　　　　　　　　　　　　　　｛1－P＊（1－F主（X））｝2

　　　　　　　　　　　　　　　　一　　　　　　　　　　　　　　（7．2）
　　　　　　　　U（r＊）一V（P＊）＝H
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以上の結果を，無条件で全面的な調査を実施するX≡Xの場合に得られたフ

ァースト・ベスト解と比較してみよう。X；Xであるならぱ，V∫（p非）／U’（r＊）

＝△文となる。いま，前者の限界変換率を丁料，後者のそれをT・とそれぞれ

表わすと，次の結果が示される。すなわち，T＊＊＞T＊が成立するためには，

　　　・1［｛1－P言鳶（X））L・1

　　　　　　　　　（F1（X）＿F2（X））F里（X）
　　　　　　十k　　　　　　　　＾　　　　＞O　　　　　　　　　　　（74）
　　　　　　　　　　｛1＿p（1＿F2（X））｝里

の条件が満たされなくてはなら放い。そしてこの条件は，後者における確率p＊

が大きくなく，」しかもF・（X）とF2（X）の差が小さいとき成立しうる。したが

って，モラル・ハザードのないケースでは，部分的に調査することにより努力

水準を高めうることが，以上の結果から読みとれる。

　それに対Lて，条件付き調査の実施されるX⊂Xにおけるセカソド・ベス

ト解はどのようになるであろうか。ラグランジュ関数Lは次式となる。

　　　L＝B＿Co＿CI＿CR＋2［EU（X，r，p）一V（p）＿H］

　　　　　十μ［EU。（X，r，p）一V。（p）コ　　　　　　　　　　　　　　（7．5）

（7．5）をrユ，r。，r（x）そしてpに関して偏徴分すると，以下の結果が導かれる。

　　　　　1　　　　　　　　　　　　1
　　　　　　　　＝2＋μ　　　　　　　。
　　　U’（「ユ）　　　　　P｛1－p（1－F里（X））｝

　　　　　1　　　　　　　　　F・（X）
　　　　　　　　＝2＋μ　　　　　　　　　。
　　　U’（r2）　　　　　（1－P）｛1－P（1－F2σ（））｝　　　　　　　　　　（7．6）

　　　　　1　　　，　　　　　　　f1（x）一f雪（x）　　　　　　　　　F里（X）
　　　　　　　　…λ十μ　　　　　　＾　　　　　　　　・　　　　　　　＾
　　　U’（r（x））　　　　｛f1（x）PF2（X）十f2（x）（1－P）｝　｛1－P（1－F2（X）｝

μ一「・責・・／・・（文）一・・（文）／一・…伐）・・…伐）

一1差・）／／（・）一も（・）／・・1・、1．、（、．恥（総、U（文ら、）
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　前節のq＝1におけると同様に，調査が実施されてプロセスの状態が明らか

にされるときには，責任者への報酬がコストに依存していない。すなわち，状

態が管理内にあれぱ高い報酬r・を，状態が管理外にあれば低い報酬r。を，管

理者はそれぞれ支払うことになる。もしも調査が実施されずにプロセスの状態

が特定できないときには，その中問的な報酬r（x）が支払われる。f・（x）＞O

そしてf・（x）＞0のとき，

　　　r2＜r（x）〈rユ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7・7）

となるからである。

　しかしながら，たとえ調査が実施されなくとも，f，（x）＝0であれぼr（x）＝r。

となり，f、（x）＝Oのときには，r（x）＝r2が成立する。もちろん，f1（x）＝O

あるいはf。（x）＝Oであるたらぱ，調査の実施からはなんのモチベーショソ効

果も期待されえない。さらに，f雪（x）＝0のときには1管理外の状態が起こら

ないのであるから，調査による修正の効果は存在しない。ところが，たとえ

fユ（x）＝0であっても，f・（x）＞0のときには，調査の実施により期待オペレー

ティング・コストを減少させる修正の効果が見込まれうる。

　調査の実施がもたらす以上の2つの効果は，望ましい調査領域の選択という

点でコソフリクトを生む可能性がある。修正の効果は，期待オペレーティン

グ・コストの減少分が△xh・で与えられているから，h・を最大にするXを選

択するときに最大となる。したがって，調査の実施される確率を一定として調

査領域の選択を考えるならぱ，管理内にあるよりも管理外の状態にある方が高

い確率を示すコストを調査することが，修正の効果をより大きくする。しかし

ながら，モチベーショソの効果ば，そのような調査領域の選択により高まると

は限らないのである。むしろ，管理内と管理外の状態が同じ程度の確率で生起

しうるようなコストを調査する方が，その効果を大きくしうることがある。
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8結びにかえて

　差異調査の決定問題を扱った多くのそデルに内在する共通した隈界のひとつ

は，対象のプロセスとして機械的な活動が想定されている点である。そこにお

いて，プロセスがどのような状態で活動するかは確率的に定められ，実績に対

して人間の行動が及ぼす影響に関して明示的な考慮が払われてはいなかった。

こうした限界を越えるためには，人間の意思決定と行動様式とを内包するよう

にモデルを拡張することが必要である。本稿では，近年薯しい発展を遂げた

「エイジェソシー理論」が，このような人間の行動的側面を明示的に扱う調査

決定モデルを構築する上で，基本的なフレームワークを提供しうるものと判断

された。

　しかしながら，Baiman　and　Demski（1980b）等のエイジェンシー理論に

依拠した条件付き調査決定の分析には，調査活動の重要な効果が含まれてはい

なかった。そこでの調査情報の役割が，リスク分担あるいはモチベーションの

効果に限定されており，修正行動を指示してパフォーマンスの改善を図るとい

う調査の本来的な効果が無視されてしまった。エイジェンシー・モデノレの多く

が，単一期間の活動を対象にしたものであるため，調査活動から生まれる情報

がその後の行動に与える修正の効果を明示的に分析する目的がそこには含まれ

ていなかったo

　そこで調査活動の本来的な修正の効果を含み，調査情報のもたらすモチベー

ションの効果を明示的に扱う調査決定毛デルを構築する試みとして，Fe1tha㎜

and　Matsumura（1979）の分析に検討が加えられた。いくつかの仮定の下で，

調査カ溺らかにするプロセスの状態に関する清報は，エイジェントの活動水準

について実績情報よりも惰報効果をもつことが示された。さらに，望ましい調

査領域について，最大の修正効果をもたらす領域が，モチベーシ皇ソ効果の観

点からすると最適とはならないことが示唆された。
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